
や ま な し 社 会 的 養 育 推 進 計 画
2020.03子育て支援局子ども福祉課

■現状■
①児童虐待相談対応件数の増加

・全国73,802件（2013年度）⇒159,838件（2018年度）

・本県 887件（2013年度）⇒ 1,492件（2018年度）

②要保護児童の状況

児童虐待などにより家庭分離した子ども（要保護児童）の多くは、

里親等への委託ではなく、児童養護施設や乳児院に入所している。

・全国 約45,000人 うち約9割が施設入所

・本県 約 300人 うち約7割が施設入所

③施設を退所した子ども等の状況

施設入所者の約７割の最終学歴は高校卒で、退所後、就職した者

の約半数は１年以内に転職又は退職を経験している。

■背景■
①2015年3月、県は、「やまなし家庭的養護推進プラン」を策定し、里

親委託の推進や施設の小規模化・地域分散化の取組を段階的に

進め、家庭的養護の環境整備に努めた。

②2016年5月の改正児童福祉法の理念を具体化するため、201７年8

月、国は、「新しい社会的養育ビジョン」を踏まえ、里親等委託率に

関する数値目標を掲げるとともに、都道府県推進計画の全面的な

見直しを提示した。

③県は、国の動向を踏まえ、要保護児童を含めすべての子どもと

その家庭を地域や社会が支えることができるよう、社会的養育を推

進するための新しい計画を策定することとした。

『子どもの権利擁護（アドボカシー等）の推進』

・子どもの権利に関する普及啓発 ・県と市町村、関係機関との協議の場の設置 等

『里親・ファミリーホームでの養育の推進』

・里親制度の普及 ・里親養育包括支援（里親フォスタリング）機関の設置推進 等

『市町村における子ども家庭支援体制の強化』

・子ども家庭総合支援拠点の設置促進 ・児童家庭支援センターの機能強化 等

『特別養子縁組等の推進』

・養子縁組制度に係る情報発信 ・児童相談所と民間あっせん機関との連携 等

『児童養護施設や乳児院の機能改革の促進』

・地域支援専門職員の配置促進 ・子どものこころサポートプラザとの連携 等

『一時保護改革の推進』

・子どもの意見箱の設置促進 ・第三者機関による評価の活用促進 等

『要保護児童に対する自立支援体制の強化』

・自立支援資金貸付事業の利用促進 ・自立支援コーディネーターの設置促進 等

『児童相談所の強化』

・児童福祉司等の適正な配置 ・警察等関係機関との合同研修の実施 等

■計画の基本事項■
【策定趣旨】 児童虐待が増加の一途をたどる中、すべての子どもは権利の主体であり、その最善の利益が優先され

ることを踏まえ、子ども家庭への支援、家庭的養育環境の整備を着実に推進するための計画

【策定根拠】 都道府県社会的養育推進計画の策定について（2018.7.6厚生労働省子ども家庭局長通知）

【位置づけ】 やまなし子ども・子育て支援プラン部門計画

【計画期間】 2020年度から2029年度まで（10年間） 前期：2020-2024年度 後期：2025-2029年度

■課題■
①子どもが権利の主体であることなど、児童福祉法等の理念について

家庭や地域の理解を深める必要がある。

②家庭分離した子どもの多くが児童養護施設等に入所しており、家庭

養育を優先する体制づくりが必要である。

③里親や児童養護施設などの代替養育で生活してきた要保護児童の

自立後の生活を支える体制づくりが必要である。

■推進方法■
①県及び児童相談所、市町村が中心となって、児童養護

施設や里親など関係機関と連携しながら推進する。

②進捗状況を山梨県子ども・子育て会議に報告し、着実な

計画の進行を図る。
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■基本項目■ ■具体的な取組■

■数値目標■ （2019年度→2029年度）
①就学前要保護児童の里親等委託率 ４０．７％→７５．０％以上

②就学後要保護児童の里親等委託率 ２７．１％→５０．０％以上

③子ども家庭総合支援拠点設置市町村数 全市町村（2022年度まで）

■改正のポイント■
◇支援の対象児童を拡張

要保護児童だけでなく、要保護児童を含めたすべての子どもを支援

◇取組事項の拡充

里親制度の推進や施設の機能強化だけでなく、市町村の体制強化や

児童相談所の強化など、幅広い取り組みを推進

◇家庭養育優先を一層推進するための数値目標の設定

家庭的な養育環境での要保護児童の育成をより一層進めるため、里

親等委託率の数値目標を設定

『子ども家庭福祉に係る専門職の育成』

・県立大学への大学院の開設


